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稀少である災害下においてはリスクを共有する周辺他者の行動に同調した行動がとられやすく，また地区内

の他者との関わりを想定した減災施策も近年注目されている．そこで，本研究では，避難開始選択における他

者の行動選択の影響を評価することを目的として，個人の意思決定モデルを構築した．提案モデルは災害時に

現れる不平等回避選好や時空間上の制約を反映することで，二者の関係性と地区内の人的ネットワークの影響

を同時に評価することが可能である．行動仮説の実証のため，提案モデルに適用可能な疑似最尤法を導入した

上で，実際の豪雨災害時の避難行動データを用いたモデル分析を行った．実証分析により，避難開始選択におけ

る他者の影響考慮の妥当性を示し，また，その空間的な偏在が生じていることを明らかにした．

Key Words: local interaction, pseudo maximum likelihood estimation, social network, evacuation de-
mand model, heavy rain disaster

1. はじめに

(1) 研究の背景

2011年の東日本大震災において，その犠牲者の数は
2万人近くに及び，自然災害の脅威とその備えの必要性
を改めて強く認識させられた．それ以降も，2013年の
伊豆大島豪雨災害や 2014年の豪雨による広島市の土砂
災害，平成 27年 9月関東・東北豪雨といった多数の犠
牲者や被害を伴う災害が発生しており，有効な減災対

策が各地で必要とされている．

本研究は，減災対策の一つである避難早期化 (避難完
了の早期化)に関するものである．まず，避難早期化に
あたっては，避難開始までの時間短縮と避難移動時間の

短縮の二つの対策がある．豪雨災害等の初着情報から

実際の災害発生までの避難猶予時間が比較的長く，被

災を免れるための避難移動距離が短い災害においては，

いかに早く避難を開始するかが重要となる．こうした

中，避難開始の早期化にあたって注目されている率先

避難 1)や災害時要支援者への対策 2)，地区防災計画 3)

は，他者行動の避難開始への影響を念頭においた対策

といえる．実際に，避難開始の意思決定にあたっては，

多数派同調性や他者からの情報獲得といった他者が及

ぼす影響は大きい 4),5),6)．一方で，東日本大震災でも

見られたように，多数派同調バイアスや他者支援・送

迎による避難開始の遅れといった問題もあり 7)，他者

行動の影響は正負両方が存在する．

そこで，本研究では，避難開始選択における他者の

影響に着目する．車による避難では，避難開始タイミン

グの集中分散により渋滞の生起が異なり，避難完了時

刻の遅れが生じやすい 8),9)．徒歩による避難では，当

然，避難開始時刻により避難可能となる距離は大きく

異なる．そのため，避難開始の意思決定のメカニズム

解明の意義は大きく，避難の意思決定は避難者全員に

関わる重要な問題である．こうした避難開始選択には

災害に関する情報や認知が影響しており，それらに対

する情報伝搬やリスク教育といった施策を評価する上

でも，避難開始の意思決定構造の理解の必要性は高い．

さらに，個々の避難開始の意思決定は周辺他者の意

思決定に伝播し，地区全体の避難開始時刻の分布に影

響を与える．つまり，地区防災計画や率先避難といった

空間的な施策を計画・評価する上で，他者の影響は欠

かせない要素であるといえる．他者影響のメカニズム

を明らかにし，ミクロ (個人)とメゾ (集団・地区)との
関係性を解明することができれば，単に個人に対する

施策の評価にとどまらず，集団に対する施策の評価を

行うことが可能となる．加えて，他者行動の影響には

正負両面の影響があり，その評価の重要性は高い．

(2) 災害時における他者行動の影響

災害時における他者行動の影響として，他者と接触

する行動による直接的な影響と他者から間接的に受け

る影響の二つに分けることができる．
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まず，直接的な影響としては，他者への情報伝搬行

動と，情報伝搬以外の他者支援や救助等の行動がある．

近隣住民等の公的機関以外の他者からの情報伝達によっ

て，避難勧告などの災害リスクに関する情報を受け取

り，避難を開始するといった行動 4),10) は当然生じる．

また，住民間の情報伝達は物理的な施設を必要としな

い点で災害に対して頑健であり，地区特有の情報を内

部で完結的に伝達できる点に長所があり 5)，住民間の

情報伝達を考慮した避難シミュレーションモデルも開

発されている 11),12)．情報伝搬以外の他者支援等の行動

については，こうした行動によって要支援者などの避

難が進み，被害軽減につながる 13),14)．また，こうした

直接的な行動の相手は，行動制約が大きい災害時では

近隣住民の一部に限定される．そのため，住民間で生

じるネットワーク構造や認知の関係を踏まえて評価す

る必要がある 5),15),16),17)．

次に，間接的に受ける影響とは，他者の意思決定を

参考に自分の意思決定を行う場合に生じる影響を指す．

これは率先避難や多数派同調といった行動メカニズム

の中で現れ，他者行動の観察の上で，行動選択を行う．

周辺にいる他者の避難開始有無によって自身の避難開始

の意思決定が影響を受けることを，Baker18)やAguirre
et al.19)，森・松浦 6) では実証的に明らかにしている．

また，山田・織田澤 20)では，不完備情報の動学ゲーム

を用いて，避難の意思決定にあたり，他者行動の情報

獲得のための観察行動により避難遅れが生じることを

理論的に明らかにしている．

災害時はリスクの程度を正確に把握することが困難

なため，他者依存的あるいは同調的な意思決定が生じ

やすく，他者行動の間接的な影響が生じる．しかし，こ

うした他者の避難開始が意思決定に与える影響につい

ての定量的な評価は既存研究では行われていない．そ

うした評価を通じて率先避難や多数派同調による正負

の影響を把握することで，地区での避難計画への反映

が可能となる．そこで，本研究では，他者の行動選択

によって受ける避難開始選択への影響の評価を行う．

(3) 研究目的

ここでは，避難開始の意思決定における他者の影響

に関する基本的な考え方と本研究の目的を示す．

災害発生は稀少事象であり，経験が少なく，情報も

十分にはない．そのため，独力での意思決定には不安

が生じ，周辺他者の行動に影響を受けた行動選択が生

じやすくなる．それは，率先避難の影響波及のように，

先に避難開始した人への追従により避難確率が上昇す

るといった形 (図–1 a))や，(避難が必要な状況にも関
わらず)周辺他者が避難しないために自分も避難しない
という多数派同調バイアスといった形 (図–1 b))で現れ
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図–1 周辺他者の行動の影響のイメージ

る．また，同時に，1対 1の関係性によって，こうした
他者の影響の程度は異なる．自力での避難が難しい要

支援者が避難していなければ健常者は避難しづらくな

り (図–1 b))，自分とは関係の薄い遠方にいる他者の影
響はほとんどない．前者は意思決定における利他的な

選好，後者は影響する周辺他者の限定が必要であるこ

とを意味する．避難の意思決定において利他的な選好

が働きうることは，早期避難には津波てんでんこの考

え方が必要とされている状況からも妥当だろう．ただ

し，遠い相手であっても，人的ネットワークにより接

続していれば，波及的に影響が及びうるだろう．

これらの点に着目して，本研究では，他者の影響を

考慮した避難開始の意思決定モデルを構築する．具体

には，周辺他者の限定とその相手との関係性を再現す

るために Local Interaction Model21)を導入し，他者の

影響を評価した避難開始選択モデルを構築する．また，

モデルのパラメータ推定にあたっては，疑似最尤法を

用いた構造推定 22)を導入する．これにより，人的ネッ

トワーク全体からの個人への影響を含めた評価を可能

とする．また，構築したモデルを用い，2004年の新居
浜市における豪雨災害時の避難行動データによる実証

分析を行う．これにより，他者影響を評価することの妥

当性を確認するとともに，他者避難の影響が生じやす

い状況を明らかにする．

(4) 研究アプローチの特色

まず，他者行動の影響を導入した意思決定モデルの

特色として，従前の選択モデルに対して，他者の行動

開始の早期化や避難情報伝搬が及ぼす効果が正確に評

価可能となる点があげられる．特に，稀少事象である

災害時において，正確にリスクを認知することは難し

く，リスクを共有する周辺他者の意思決定に同調した

行動選択が行われやすい．そうした中で，地区内にお

ける他者との関係・影響を考慮した避難計画が，全員

の避難実施を達成する上では必要とされており，他者

の影響評価の重要性は大きいと考える．
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さらに，相手による影響の違いを記述し，かつ影響

を受ける他者を人的ネットワークにより限定する．行

動・時間に制限のある災害下において，地区内全員か

ら等しく影響を受けるとは考え難く，また，相手の状

態によっても影響の程度は大きく異なるだろう．こう

した他者の性質とネットワークの導入は，他者影響の

評価の精度を向上させるうえで重要である．また，多

様な住民のための地区避難計画をより有効なものにす

る上でも，個人の性質に応じた影響を考慮することは

極めて重要である．

(5) 研究の構成

本研究では，個人の避難開始選択における他者行動の

影響を考慮したモデルを構築し，その実証分析を行う．

本研究の構成を次に示す．2.では，従前の他者影響
を行動選択の影響を考慮したモデルについてのレビュー

を行い，本研究の理論的位置づけを示す．3.では，他
者の影響と利他的な選好を考慮した避難開始選択モデ

ルを構築する．特に，二者間の関係性や人的ネットワー

クによって生じる避難開始選択確率への影響について

説明する．また，提案モデルのパラメータ推定におい

て用いる構造推定について説明する．4.では，構築し
たモデルを用い，2004年の新居浜市豪雨災害における
避難行動データを用いた実証分析を行う．これにより，

提案モデルの妥当性を確認するとともに，他者の影響

が現れやすい状況についての考察を行う．5.では，本
研究のまとめと今後の課題を示す．

2. 他者影響のモデリングに関する既存研究

の整理

本章では，意思決定への他者の影響を考慮したモデ

ルについて整理し，本研究で導入するモデルの特徴を

明らかにする．

(1) 既存モデルの整理

ここでは，大きく四つのモデルについて説明する．一

つ目は，集団内の相互作用と集団による意思決定を扱っ

たCollective model23),24)である．二つ目は，個人間の

利他的選好 (不平等回避選好)として他者からの影響を考
慮した利他モデル 25)である．三つ目は，個人間の相互作

用と意思決定を扱った Interaction model 21),26),27),28)

である．この Interaction model には，集団からの影
響を考慮したGlobal型，個々人からの影響を考慮した
Local型の二つに分かれる．
本節ではこれらのモデルの定式化と特徴について，意

思決定主体や影響の記述方法等に着目して，説明する．

なお，行動選択と他者からの影響については，レビュー

論文として Ben-Akiva et al.29) や Draganska et al.30)

があり，他者の影響が生じる心理的要因や状況，概念

等に詳しい．また，社会的相互作用に関する日本語の

レビューとしては，力石ら 31) がある．

a) Collective model
まず，Collective modelは複数人で構成された集団で
一つの意思決定を行う場合を対象としている．特に，世

帯内の意思決定を扱う場合が多い．このモデルでは，集

団内の各個人は個別効用をもち，その上で個別効用の

重みづけにより集団効用を決定し，集団で一つの意思

決定を行う場合を表現する．この集団N の効用は基本

的に次で定式化される．

VN (aN ) = WN (· · · , un(aN ), · · · ) + ϵaN
(1)

集団 N 全体で選択肢 aN について，一つの効用 VN を

持つ．また，効用は集団Nの効用WN は構成員 nの効

用 unによって構成される．ϵaN
は誤差項である．この

効用により集団は意思決定を行う．これは，各個人で異

なる選択を行った場合に大きな不効用が生じる集団 (も
しくは異なる選択を行うことが不可能である集団)を想
定し，集団内全員の効用を考慮した上で一つの意思決

定を行うモデルである．また，他者の記述にあたって

は，特に 1対 1の関係を捉えておらず，集団を一つの
まとまりとして捉えている．

b) 利他モデル

次に，利他モデルについて説明する．このモデルは

個人の意思決定を対象とする．自分と相手の効用の差

分が大きいほど不効用が生じるという利他的選好 (不平
等回避選好)の枠組みを反映したモデルである．このモ
デルにおいて，意思決定者 nの選択肢 anの効用は基本

的に次で定式化される．

Vn(an) =

un(an) −
∑

m∈Nn

Jn,m|un(an) − um(an)| + ϵan (2)

Jn,mは意思決定者 nにとっての他者mの重み，Nnは

不効用が生じる他者の集合，ϵan
は誤差項を示す．個人

nと mの効用の差を不効用と捉え，効用 Vn(an)に加
えている．つまり，不平等回避の選好により，二者間

の効用の差が不効用となり，意思決定に影響を与える．

そのため，この効用の差を減らす行動が選択されやす

くなる．また，他者の記述にあたっては，1対 1の関係
性を重み Jn,m により捉え，効用に反映している．

c) Interaction model
次に，Interaction modelについて説明する．このモ
デルは個人の意思決定を対象とし，他者の選択行動が

個人の意思決定に影響を及ぼす状況を表現する．他者

と自分の行動選択に差異がある場合に，個人が負の効

用 (社会的効用)を受けるとして，他者の影響をモデル
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表–1 モデルの特徴の比較

モデル 意思決定主体 1対 1の関係性の記述 他者影響の効用の記述

Collective model 集団 なし 集団全員の和

利他モデル 個人 あり 他者との効用の差

Global Interaction model 個人 なし 他者群全体の選択確率との差

Local Interaction model 個人 あり 他者の選択との差

化している．ここでは，他者の行動選択との差異をな

くす方向に他者の影響が働くことを仮定し，個人の行

動選択が他者の行動選択に同調する現象を表現してい

る．意思決定者 nの二肢選択における効用は基本的に

次で定式化される．

Vn(an, µn(a−n), ϵn)

= un(an) + Sn(an, µn(a−n)) + ϵan (3)

Sn(an, µn(a−n)) = −En

∑
m∈Nn

Jn,mg(an, am) (4)

µn(a−n)は n以外の集団内他者の選択を示し，Snは社

会的効用である．式 (4)が選択結果が違う場合 (an = am

のときのみ g(an, am) = 1，それ以外は g = 0)に生じる
不効用 Jn,mを示し，不効用の和の期待値を社会的効用

Snとしている．これにより，他者と異なる選択の効用

は低下し，他者と同じ行動が選択されやすくなる．な

お，Enは期待値演算子を示し，ここでは，個人が主観

的な期待値を形成すると考える．

また，他者の影響の記述方法によって，Global Inter-
action modelと Local Interaction modelの二つのモデ
ルに分けることができる．Global Interaction modelで
は，(結果的に)他者集合全体の行動選択割合が他者から
の影響となる．影響を及ぼす他者集合は，地区や社会階

層 (Walker et al.28))や同じ施設の利用者全体 (Fukuda
and Morichi26))といった形で集計的に与えることがで
きる．他者の記述にあたっては，1対 1の関係性は捉え
ておらず，他者集団を一つのまとまりとして捉えてい

る．Local Interaction modelでは，他者集合内の個々
人の行動選択が意思決定者の行動選択に影響すると捉

え，他者と自分の行動選択結果の差異の影響を個別に

評価する．この際，影響を受ける他者の範囲をNnによ

り限定することが必要である．他者の記述にあたって

は，1対 1の関係性を捉え，効用に反映している．

(2) 本研究の位置づけ

まず，前述した他者の影響を考慮する四つの既存モ

デルの特徴を整理する (表–1 )．Collective modelは集
団における統合的な意思決定を扱っている点が特徴的

である．また，Local Interaction modelと利他モデル
は 1対 1の関係性を記述できる点で特徴がある．こう

した意思決定主体や記述する関係性により，他者の影

響を効用に反映する際の定式化は異なる．

本研究では，集団内で統合された意思決定ではなく，

個人の意思決定を対象とし，他者選択による間接的な

影響を評価するモデルを構築する．その際，災害下で影

響が及ぶ他者の限定性や影響する他者の性質の違いを

記述し，個人間の関係性を含めた評価を行う．そこで，

ベースとして Local Interaction modelを導入し，こう
した他者の影響を評価する．同時に，災害時は不平等

回避の選好が生じやすいと考えられ，これを記述する

ために，効用の定式化にあたって，利他モデルの表現

を援用する．

3. モデルのフレームワーク

本章では，周辺他者による影響を考慮した避難開始

選択モデルの枠組みと定式化を具体に説明する．まず，

周辺他者の避難／未避難による個人の避難開始選択へ

の影響を Local Interaction modelを援用し，記述する．
次に，モデルによって表現する他者との性質の差によ

る影響と周辺他者のネットワーク構造による影響につ

いて説明する．また，提案モデルによる実証分析の際

に用いるパラメータ推定手法を説明する．

なお，本研究では，避難開始選択にあたって，避難／

未避難の二項選択の意思決定をモデル化する．その際，

時間軸上の逐次的な意思決定構造を導入したモデル 32)

を基とする．これは，今期に未避難を選択した意思決

定者のみが，次期で再度，避難／未避難の選択を行う

という枠組みである．t期での避難は，それ以前で非避

難を選択した場合のみに生じるため，その選択確率は

次式となる．

Pev(t) = pev(t)
t−1∏
t′=1

(1 − pev(t′)) (5)

ここで，t期の避難選択確率 pev(t)は二項ロジットモデ
ルを用いており，避難開始選択の説明変数には被災リ

スクや個人属性，地域特性等を反映できる．次節以降

では，この pev(t)の具体の定式化について，説明する．
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(1) 他者による影響のモデリング

a) 基本的な定式化

まず，Interaction Modelでは個人 iの選択効用 V を

次で定義する．

V (ωit, µit(ω−it), ϵit(ωit))

= u(ωit) + S(ωit, µit(ω−it)) + ϵit(ωit) (6)

選択効用は，社会的効用 S が通常の個人効用 uと誤差

項 ϵに加わっている．なお，時刻 tでの選択肢 ωitは避

難 (ωev
it = 1)または未避難 (ωno

it = 0)であり，µit(ω−it)
は i以外の他者の選択を表す．

次に，社会的効用 S は次で定義する．

S(ωit, µit(ω−it)) = −En

∑
j∈Nit

Jijt(ωit − ωjt)2 (7)

それぞれ時刻 tにおける Jijtは ij間の影響の重み，Nit

は個人 iが影響を受ける周辺他者の集合である．社会的

効用 S は，意思決定者 iの選択 ωit と周辺他者 j の選

択 ωjt が異なる場合に，重みづけ Jijt に応じて生じる

不効用の和の期待値である．つまり，社会的効用は，影

響が及ぶ周辺他者の範囲を限定した上で，自分と他者

の行動選択に違いがある場合に生じる不効用といえる．

個人 iが避難を選択する確率 P ev
it は，誤差項に i.i.d

ガンベル分布を仮定すれば，次となる．

P ev
it =

exp
(
uev

it −
∑

j JijtP
no
jt

)
exp

(
uev

it −
∑

j JijtP no
jt

)
+ exp

(
uno

it −
∑

j JijtP ev
jt

) (8)

ここで，周辺他者 j(∈ Nit)と選択結果が異なることの
期待値は他者 j が異なる選択を行う確率 Pjt と等しい

としている 21)．式 (8)の分子第二項にあるように，Pjt

と重み Jijt の積が選択確率に影響する．

b) 二者間の非対称な影響

災害時において，二者間の関係性により，互いの避

難確率への影響が非対称性を持つ状況が生じる．ここ

では，これを説明するため，健常者 rと要支援者 wの

二者間の影響に着目する．例えば，要支援者が避難し

ていない状況であれば健常者は避難の意思決定をしづ

らくなる．一方で，逆に，健常者が避難していない状

況は，要支援者の意思決定には影響を与えないことも

考えられる．こうした意思決定における影響の非対称

性は，不平等回避選好による行動選択の現れともいえ

る．健常者側は，要支援者が自力避難できないことで

生じる不平等を危惧し，先んじた避難を行えない．ま

た，被災しないという効用水準 (行動目的)を住民が共
有する災害時は，このような不平等回避選好は特に働

きやすいと考える．一方で，要支援者が先に避難して

いたとしても，健常者は，運動能力に差があるために，

自分も急いで避難する必要があるとは考えない可能性

もある．このように，他者の影響を評価する際には，こ
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図–2 非対称の重み／ネットワーク構造の影響のイメージ

うした属性と行動に応じた非対称の影響の評価が必要

である．

そこで，本研究では，二者の関係に応じた影響をよ

り正確に評価するため，社会的効用 S を構成する重み

Jijt を次とする．

Jijt(ωit, ωjt) =
∑

l

fl(xlit, xljt, ωit, ωjt) (9)

xlitは個人 iの時刻 tにおける個人属性 lを示す．ここ

で，Jijt を二者間の属性差と二者の行動選択の組合せ

により構成する．これは，特定の属性・行動選択の組

合せが生じた時のみに影響する非対称な影響を評価可

能とする．これにより，例えば，iが要支援者で非避難

を選択し，jが健常者が避難を選択する場合に，fl > 0
となる重みづけが可能となる．この重み Jijt における

二者間の差の評価は，利他モデルにおける効用の表現

と同様の考え方に基づいており，不平等回避の選好を

援用した考え方である．

具体に，避難確率の定式化を用いて，非対称の重み

によって，表現可能となる負の影響を説明する．まず，

要支援者 wからの影響を考慮した健常者 rの避難確率

は次式となる (なお，ここでは時刻 tは省略する)．

P ev
r = exp(uev

r − Jev
rwP no

w )
exp(uev

r − Jev
rwP no

w ) + exp(uno
r − Jno

rwP ev
w )

(10)

ここで，健常者 rの避難確率 P ev
r は要支援者 wからの

影響である Jev
rwP no

w が大きいほど低下する．この時，健

常者 rが要支援者 wから受ける影響の重み Jev
rw が大き

いほど，避難確率が低下することとなる．さらに，相

手の影響を健常者 r のほうが強く受けやすいという非

対称な関係性がある場合を考える．つまり，Jev
rw > Jev

wr

という非対称の重みが生じる場合である．この時，(相
手の未避難確率によるが)非対称の重みの影響により，
他者の影響による健常者 rの避難確率 P ev

r の低下の方

が要支援者 wの避難確率の低下よりも大きくなる．こ

のイメージを図–2 a)に示している．なお，図の矢印の
線の太さは影響の大きさを示している．こうした非対

称の重みを導入することで，要支援者が避難しないこ

とで周辺の健常者も避難しづらくなるという状況を表

現することができる．
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c) 周辺他者ネットワークによる影響

行動選択への影響は二者の関係に加えて，周辺他者

のネットワークによる影響も大きいことを説明する．

まず，前項で述べた二者の関係の積み重ねが最終的

な行動選択に影響することを考えれば，影響する周辺

他者の人数も重要な因子となる．本研究では，式 (8)に
おいて周辺他者集合 Nit を導入することで影響を受け

る他者の範囲を記述する．特に災害時下の限られた時

間の中では，(他者に関する情報が必ずしも行き渡らな
い状況であり)集落内全員の行動把握が困難である．そ
のため，この他者集合の限定が不可欠である．また，直

接的に影響を受けない他者であっても，人的ネットワー

クにより間接的に接続しており，媒介となる他者を通

じて，影響を受ける．このように，周辺他者のネット

ワーク構造自体が選択確率に大きく影響する．

これらの周辺他者ネットワークによる影響を具体に

説明する．まず，式 (8)から，個人 iが接続する他者集

合 Nit が大きいほど，他者から受ける負の影響は大き

くなり，避難選択確率が低下することがわかる．例え

ば，図–2 b)の中央の要支援者が該当する．他者との接
続が多く，周辺他者の未避難確率が大きければ，意思

決定者の避難確率自体も低下する．これは多数派同調

バイアスのメカニズムである．逆に，中央の要支援者

の避難確率が高い状況では，その影響が周辺他者に及

び，周辺他者の避難確率が高まる．これは率先避難に

よる避難波及のメカニズムである．

次に，全体のネットワーク構造による影響の違いを

考える．例えば，図–2 b)c)の要支援者のように，同じ
次数をもつノードであっても，全体のネットワークが線

形かクリークかにより，避難確率は変わる．内生効果を

考慮した数値計算結果 (図–3 )を用いて，ネットワーク
構造による影響を説明する．図–3は縦軸が避難確率を
示す．横軸はネットワーク構造別に，孤立点・二者リン

ク・線形ネットワーク 1(端:要支援者)・線形ネットワー
ク 2(中央:要支援者)・クリークを並べている．
まず，個人効用のみにより選択確率が定まる孤立点

をベースとして比較すると，他の四つのネットワークは

他者の影響により避難確率が正負両方向に広がってい

る．次に，要支援者の次数が 1である二者リンクと線形
ネットワーク 1(端:要支援者)を比較すると，uno ≤ 1.3
では，線形ネットワーク 1(端:要支援者)のほうが避難
確率が大きくなっている．これは，線形ネットワークの

逆側のノードの影響を間接的に受けるためである．ま

た，要支援者の次数が 2である線形ネットワーク 2(中
央:要支援者)とクリークを比較すると，uno ≤ 1.5では，
クリークのほうが三者ともに避難確率が大きい．これ

はネットワーク構造の違いにより生じる差である．ク

リークネットワークは，効用による避難確率の差が大
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図–3 ネットワーク構造別の比較 (数値計算による例示)

きく，多数派同調性が強く影響するネットワークであ

るといえる．

以上から，ネットワーク構造により，避難の促進・停

滞の正負両面の影響が生じうることがわかる．未避難

効用が大きい状態でネットワークが形成されると避難

が選択されづらい状況が生まれ，一方で，未避難効用

が小さければ，ネットワークの形成により避難がさら

に促進される．このように避難意思決定におけるネッ

トワーク構造による影響は大きく，行動分析において

考慮する必要がある．

d) 周辺他者ネットワークの外生的付与

本モデルでは，周辺他者ネットワークを外生的に付

与した上で，ネットワークを通じた他者避難の影響を

評価する．次章で示す実証分析において，周辺他者の

ネットワークについては，情報交換や他者支援行動を

行った世帯間にリンクがあると仮定している．こうし

た情報交換等の行動の選択は，避難開始選択と相関し

ていると想定される．例えば，将来の避難を見据えた

上で，意思決定者はリスク情報がまた不足していると

考えれば，他者からの情報取得を行う場合がある．こ

うした場合は，避難開始選択にあたり，ネットワーク

形成過程を内生的に評価することで，より正確なモデ

ル構造とできるだろう．つまり，ネットワーク形成行動

も含めた行動選択を合わせて評価するためには，災害

時のアクティビティモデル構築が必要となると言える．

一方で，アクティビティモデル構築は平時行動に対

しても容易ではなく，また，災害時行動において，将

来想定を取り入れる場合には，その時間軸や情報の完

備性についての設定が難しいという問題 33)がある．ま
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た，形成相手に関する選択肢集合の現実的な設定等も

必要となり，複雑なモデル構造が必要となる．そこで，

本研究では，研究目的である他者避難の影響評価を行

うために，こうした複雑さを避け，周辺他者ネットワー

クを外生的に与えることとする．避難開始選択以外の

行動についてのモデル化は特に行わず，形成されたネッ

トワーク構造を外生的に与え，意思決定者の避難開始

選択への影響を評価する．ただし，本項で述べたよう

に，ネットワーク形成は意思決定者の行動選択の対象

となりえるため，内生的な評価が必要となる可能性が

あるという点については，留意されたい．

(2) 推定方法

ここでは，提案モデルの効用・重みのパラメータ推

定方法について説明する．

まず，モデル尤度 Lは次式とする．

L(β, γ) =
N∏
i

T∏
t

(
δev

i,tP
ev
i,t + δno

i,tP no
i,t

)
(11)

ここで，β は効用 uのパラメータ，γ は重み J のパラ

メータ，δ は選択結果，N は選択者数，T は最終時刻

を示す．この尤度の最大化において，式 (8)の選択確率
の右辺に P が入った再帰的構造を有している．そのた

め，内生性を考慮した尤度関数を直接定義できないた

め，通常の最尤法によりパラメータを求めることがで

きない．そこで，効用関数の選択確率に適切な推定量

を代入することで疑似最尤度を定義し，パラメータを

算出する疑似最尤法 (NPL)22) を，ここでは用いる．

疑似最尤法のアルゴリズムについて説明する．まず，

Step1として全選択者N に対して，適切な初期 (0回目)
の選択確率P 0を与える．なお，収束解を得るためには，

初期値として収束解に十分近い値を与える必要があり，

観測値を参照して与える等の工夫が必要である．次に，

Step2として，K回目の計算にあたり，K − 1回目に求
めた選択確率 P K−1 を効用関数に代入し，尤度最大化

によりパラメータ (β̂K , γ̂K)を推定する．Step3として，
この推定パラメータ (β̂K , γ̂K)と P K−1を用いて，選択

確率 P̂ K を算出する．Step4として，P̂ K と P K−1の差

が十分小さければ，収束と判定し，(β̂K , γ̂K)を最終的
な推定結果とする．収束していない場合は，P K = P̂ K

と選択確率を更新し，Step2に戻る．これを収束するま
で繰り返すことで，パラメータを推定する方法が疑似

最尤法である．なお，NPLは，無限回の繰り返し計算
によって不動点を得ることができ，不動点を厳密に求

めることができる Nested Fixed Point algorithm34) の

解とは漸近等価となる．

周辺他者による人的ネットワークにおける疑似最尤

法の適用イメージを図–4に示す．図では，K − 1回目
の結果を用いて，Step2,3を経て，K回目の選択確率を
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図–4 人的ネットワーク上での疑似最尤法の適用イメージ

算出する過程を示している．Step2,3により，人的ネッ
トワーク上での他者の選択確率・行動を評価した上で，

K 回目の選択確率の算出を行うことができる．これに

よって，ネットワーク構造上の 1対 1の関係に応じた
他者の影響を考慮した行動選択を評価できる．

4. 実証分析

(1) データ概要

本研究では，2004 年 8月 18日の台風 15号による豪
雨災害における愛媛県新居浜市内のある地区における

住民行動を用いて実証分析を行う．避難行動データは，

2004年 8月から 9月にかけ，愛媛大学工学部環境建設
工学科都市環境計画研究室防災グループによって，イ

ンタビューにより取得・作成されたものである 15)．こ

の台風による豪雨は，最大時間雨量が 55mm/hr(11時
～12時)に達し，新居浜市内の被害は，全壊が 13戸，
半壊が 80戸，人的被害は死者 3人，重傷 1人であった．
分析対象とする地区は西地区と東地区の大きく二つに

分かれ，西地区内で調査を実施できたのは 49戸 (総住
戸数 90戸)，東地区内で調査を実施出来たのは 9戸 (総
住戸数 43戸)である．

避難行動データは，短時間に変化する災害状況と詳

細な避難行動を把握するため，住民へのインタビュー

調査により収集されている．インタビュー調査では時

系列に沿った当日の一連の行動を収集し，その中で他

世帯の住民との当日のコミュニケーションについても

調査している．なお，同世帯内でのコミュニケーション

は意識せずに行われているために把握は難しく，また，

全ての世帯で当日地区内にいる世帯構成員は同時に避

難を開始している．そのため，ここでは世帯を 1単位
とし，他世帯からの影響を分析対象とする．
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図–5 避難開始とネットワーク形成の時間推移

(2) 基礎的分析

本項では，避難開始行動と周辺他者の関係について

の基礎的分析を行う．

まず，図–5は，各世帯の避難開始タイミングと世帯
間ネットワーク形成を示している．縦軸が時刻であり，

世帯位置は各住戸の位置を考慮し，配置している．な

お，調査を行った世帯に加えて，調査世帯がネットワー

ク形成を行った世帯を表示している．縦軸方向の水色

の線は，異なる時刻の同じ世帯を結んでいる．赤丸は

その時刻では避難済であること，灰色は未避難である

ことを示す．緑色の線がネットワークを形成した時刻を

示し，その時刻以降は灰色の線がネットワーク形成さ

れたことを表す．世帯数は全部で 62世帯であり，ネッ
トワーク形成数は 51である．ここでネットワーク形成
とは，世帯間で情報交換や避難支援，救助といった行

動が生じたことを意味する．

各地区で当日に起こった状況について説明する．ま

ず，西地区内には川が流れており，池地区と土石地区

の二つに世帯間ネットワークは分断されている．池地

区は午前中のうちに溜池決壊に関する情報伝搬と避難

が生じている．そのため，午前のうちのネットワーク

形成と避難が多く観測されている．土石地区は 10時半
前に図の橙色で示した世帯周辺に土石流被害が発生し，

図–6 周辺他者の避難状況と避難開始選択の推移

その後から救助のためのネットワーク形成が多く生じ

ている．また，避難開始は夕方から夜にかけて多くなっ

ている．東地区は他 2地区と比べると，ネットワーク
形成数は少なく，避難を行わなかった世帯もある．

次に，避難開始タイミングと周辺他者の避難割合に

ついて分析する．ここで，周辺他者として，“各時刻ま
でにネットワーク形成を行った世帯”と “3番目までに
近い世帯”の集合を設定する．図–6は，x軸は時刻を
表し，y軸は個別世帯，z軸は周辺他者の避難割合を示
している．1時間ごとの結果を図示する．灰色線は，時
系列上の周辺他者の避難割合の変化を示しており，緑

点・青点・橙色点は避難開始タイミングを示す．一番右

側の側面まで灰色線が到達している場合は，避難を行

わなかったことを示す．池地区は全員避難しているが，

残り二つの地区は避難しなかった世帯がある．図–6の
上方に点があれば，周辺他者の避難割合が高まってか

ら避難したことを意味している．

図の奥の池地区 (黄緑点)は，11時頃の周辺他者の避
難割合が急上昇したタイミングで避難開始している傾

向がある．図の中央の土石地区 (水色点)は，14時頃ま
たは 17時頃の周辺他者の避難割合が急上昇したタイミ
ングで避難開始している傾向がある．図の手前の東地

区 (赤点)は，避難していない割合も高く，特徴的な傾
向はみられない．集計値としては，周辺世帯の避難割

合が 0.6以上で避難している割合が約 63%である．周
辺世帯の避難割合が高まった段階で避難を行っている

傾向がみられるが，周辺世帯の避難以外の要因 (避難勧
告認知のタイミング等)が影響している可能性も考えら
れる．そこで，次節では提案モデルを用いた分析によ

り，他世帯の影響の定量評価を行う．
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(3) モデルを用いた分析

本節では避難開始選択モデルのパラメータ推定を行

い，避難開始選択行動の特徴や他者行動の影響につい

て考察する．

a) 効用関数・重み・周辺他者の設定

まず，効用関数の定式化を行う．なお，個人 i，時刻

tの表記は省略する．

uev = βc1xc,w + βc2xc,oth + βaxa + βrxr + βhxh

+βmxm + βwxw + βI log(xI + 1) (12)

uno = βrainxrain + βpxp + βresxres (13)

具体に説明変数の内容を説明する．xc,w は要支援者世

帯 (世帯構成員に高齢者又は子供を含む世帯)が消防隊
からの避難勧告を聞いた場合を 1とするダミー，xc,oth

は上記以外で避難勧告を聞いた場合を 1とするダミー，
xa は被災リスク (付録 I)，xh は世帯人数，xm は世帯

の男性人数，xwは世帯の要支援者の人数，xI はネット

ワーク形成数，xrain は降水量 (10−1mm/h)，xp は池

地区ダミー，xres は土石地区の救助活動時間帯 (10時
～14時 30分)のダミーである．避難しない場合は，他
者支援などの利他的行動の実施が可能だが，避難した

後に地区内で利他行動を行うことは不可能である．こ

うした利他行動の不可能性も避難実施の心理的コスト

と考え，これを表すために xI や xres の説明変数を設

定している．

次に，他者からの影響の重み Jij の定式化を行う．な

お，時刻 tの表記は省略する．

Jno
ij = γ10

w yij
wr + γmyij

m + γdis/yij
dis + γI log(yij

I + 1)

(14)

Jev
ij = Jno

ij + γ01
w yij

rw + γryij
r (15)

具体に説明変数の設定と重み設定にあたっての想定を

説明する．まずは，式 (14)の避難選択・未避難選択の
両方に共通する変数について説明する．yij

wr は xi
w > 0

かつ xj
w = 0の場合に 1となるダミー変数を示す．つま

り，世帯 iに要支援者がいて，世帯 jに要支援者がいな

い場合である．自世帯に要支援者がいる場合には，要支

援者のいない他世帯に合わせた行動をとりやすいと想

定する．yij
m は xi

m = xj
m = 0の場合に 1となるダミー

変数を示す．つまり，世帯 i・j ともに女性のみ世帯の

場合である．比較的災害に弱い女性のみの世帯同士で，

同調した意思決定がなされやすいと想定する．yij
dis は

世帯 ij間の距離 (m)を示す．距離が短いほうが影響が
大きいと想定する．yij

I は世帯 ij間のネットワーク形成

後の経過時間 (h)を示す．ネットワーク形成 (情報交換
や他者支援行動)から時間が経過するほど影響は薄れる
と想定する．なお，上記のうち，池地区ダミーと世帯

間距離以外は全て時間変化する説明変数である (世帯人

�
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図–7 周辺他者の設定の例

数は構成員の外出先からの帰宅により変化する)．
次に，不平等回避選好を考慮した避難選択時のみに影

響する変数 (非対称の重み)について説明する (式 (15)
の右の二項)．yij

rwは xi
w = 0かつ xj

w > 0の場合に 1と
なるダミー変数を示す．自世帯 iに要支援者がおらず，

相手世帯 j にいる場合には，避難選択を行いづらいと

想定する．yij
r は xj

a − xi
a ≥ 1であれば 1となるダミー

変数を示す．相手世帯 jのもつリスクが自世帯 iのもつ

リスクより大きい場合には，避難選択を行いづらいと

想定する．

最後に，影響を受ける周辺他者の集合を設定する．次

の二つの集合を合わせた集合を導入する．一つ目は，ネッ

トワーク形成を行った世帯の集合である．一日の行動

の中で直接的に情報交換や他者支援等の行動を行った

世帯とは，それらの行動を通じ，相手のリスクやその

認識を共有しており，意思決定にあたって，その影響

を受けやすいと考える．二つ目は，空間的に近くに住

む世帯の集合である．近隣世帯の行動は観察しやすく，

またその空間リスクを共有している．そのため，意思

決定にあたって，相手の影響を受けやすいと考える．こ

の二つの集合を合わせた集合を影響を受ける周辺他者

の集合として設定する．なお，パラメータ推定にあたっ

ては，近くに住む周辺他者世帯として，近い順に上位

三世帯を設定する (付録 II)．
図–7は，世帯 iの他者集合の設定例である．j5とは

ネットワーク形成により周辺他者に含め，j1, j3, j4は近

隣世帯であるため周辺他者に含める．この二種類の周

辺他者の集合により形成される全体のネットワークを

周辺他者ネットワークとする．なお，近隣世帯は各世

帯から近い順に上位 3世帯をとり，設定するため，双
方向リンクになるとは限らない．

b) パラメータ推定

ここでは，パラメータ推定の結果を示し，考察する．

世帯を意思決定主体とし，避難するまで 30分ごとに避
難／未避難の選択を繰り返すと仮定する．なお，意思決

定を行ったタイミングについては明らかではなく，この

仮定には留意が必要である．また，未避難の他世帯の

避難確率は同時刻の確率を用い，既に避難した世帯の
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避難確率は 1とする．また，疑似最尤推定にあたり，初
期避難確率としては，他者影響を考慮しないモデルの

推定結果 (表–2の左)から算出した避難確率を用いる．

パラメータ推定結果を表–2に示す．表–2の左側が他
世帯の影響を考慮しなかった場合，右側が他世帯の影響

を考慮した場合である．まず，他世帯の影響を考慮した

モデルのほうが最終尤度・修正済 ρ2値はともに大きく

なっている．また，尤度比検定の結果，−2(LL他者あり−
LL他者なし) = 56.46 > 16.81 = χ2

0.01(6)より，他者の影
響を考慮したモデルと他者の影響を考慮しないモデル

のパラメータは等しいという帰無仮説は 1%有意で棄却
された．これらから，提案モデルの妥当性が高いこと

が確認できる．なお，ここでは，疑似最尤法の収束条

件は，K 回目とK − 1回目に計算した避難確率の差分
の絶対値 (|P̂ K − P K−1|)の平均が 0.004以下としてい
る．効用関数・重みのパラメータを正負を考慮した上

で，絶対値 0 2の間でランダムに付与した場合において
も，上記と同様の安定した結果が得ている．また，内

生効果の識別可能性については，力石ら 31)でも言及さ

れている通り，ローカルインタラクションを考慮した

本モデルでは，内生効果のバラつきは大きく，識別可

能性は高いと考えられ，特に議論の対象としない．

次に，有意となったパラメータについて考察する．ま

ずは，避難効用のパラメータ推定結果について説明す

る．消防隊から要支援者世帯への避難勧告のパラメー

タは正で有意となっており，要支援者世帯の避難促進に

消防隊からの避難勧告が有効であったといえる．世帯

内男性人数・弱者人数のパラメータは負で有意となって

いる．世帯内の要支援者の人数が多いほど避難開始が

遅れる傾向，また男性人数が多いほど避難開始が遅れ

る傾向があったことが確認された．要支援者人数のパ

ラメータが負であることは，危機意識の低さや避難を

行いにくいことが影響していると考えられる．男性人

数のパラメータが負であることは，男性が地区内の他

世帯の支援に回るために避難が遅れることや男性人数

が多いために避難コストを低く評価していることが理

由として考えられる．ネットワーク形成数のパラメー

タは正で有意となっている．これは他者支援等の行動

を既に形成を多く行っている世帯のほうが避難効用が

高まっていることを意味する．こうした行動を実施す

る世帯ほど避難の必要性を高く認識していることや利

他選好を満たしたために避難を選択しやすい心理状態

となっていることが理由と考えられる．

次に，未避難効用のパラメータ推定結果について考

察する．救助時間帯と降水量のパラメータが正で有意

となっている．前者は，他の人が救助している時間帯

には，避難が生じる可能性が低くなっていることを示

す．後者は，雨が降っているほど避難を始めづらくなっ

ていることを示す．ただし，降雨量は全地区に共通し

ており，そのまま雨が降り続いた場合でも避難が始まっ

た可能性も否定できない．

最後に，他者影響の重みのパラメータ推定結果につ

いて考察する．世帯 iに要支援者がいて世帯 jに要支援

者がいない場合のパラメータは正で有意となっている．

これは，自世帯に要支援者がいる場合は，要支援者の

いない世帯の意思決定に同調した行動が生じやすいこ

とを示す．また，避難選択確率にかかる非対称の重み

として設定した世帯 iに要支援者がおらず世帯 jに要支

援者がいる場合のパラメータは正で有意である．要支

援者のいない世帯は要支援者世帯が避難していない状

況では避難しづらくなっていることがわかる．3.(1)b)
で示したように，この非対称の重みによって，要支援

者がいない世帯がいる世帯の未避難から受ける影響が

強くなる．つまり，この結果は要支援者のいない世帯

の避難遅れが生じやすい状況になっていたことを示し

ている．ネットワーク形成後経過時間のパラメータは

負で有意となっている．これは，行動形成を通じた他

者からの影響は，形成からの時間経過とともに小さく

なっていることを示す．

以上の結果を整理する．まず，利他的な不平等回避

選好と要支援者あり世帯の未避難により，要支援者な

し世帯の避難開始が躊躇されるという負の影響が生じ

ていることが確認できた．救助中といった地区全体の

状態からも，同様に負の影響が生じていることがわかっ

た．また，要支援者あり世帯も他世帯の避難に同調す

る選好をもつこと，消防からの要支援者世帯への避難

勧告やネットワーク形成により避難効用が高まること

が明らかになった．つまり，こうした傾向を利用し，要

支援者の避難を促進することができれば，多くの人の

避難が早期化する可能性があるといえる．

パラメータ推定に関する課題・留意点について示す．

まず，本モデルでは，逐次的な選択を仮定し，パネル型

の分析をしているものの，誤差項の時系列の相関を考

慮できていない点に課題がある．特に，各世帯のリス

ク認知や選好は，時系列上の相関が生じている可能性

も十分に考えられる．たたし，浦田・Pel36)では，東日

本大震災の避難行動データを用いて行ったリスク認知

と誤差項の時系列相関を考慮した避難開始時刻モデル

による分析を行っており，その結果では誤差項の時系

列相関の弾力性は 0.01と小さい．このため，選択確率
に対する誤差項の時系列相関の影響はあまり大きくな

い可能性も考えられる．また，被災リスクとして，付

録 Iに示すように時空間上のリスクを定義しているが，
この変数は有意となっていない．実際には，世帯のリ

スク認知を考慮すべきと言え，そのためには，事前知

識や情報入手と時空間リスクを組み合わせた精緻な定
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表–2 パラメータ推定結果 (避難開始選択)

他者影響なし 他者影響あり

説明変数 パラメータ t値 パラメータ t値
避難効用 避難勧告 (消防→要支援者) 1.961 3.848∗ 1.351 2.366∗

避難勧告 (上記以外) 0.519 1.441 0.576 1.570
見回り −0.223 −0.779 −0.138 −0.398
被災リスク 0.108 0.639 0.00664 0.036
世帯人数 −0.235 −1.439 −0.0903 −0.555
世帯内男性人数 −1.344 −4.462∗ −0.843 −2.633∗

世帯内弱者人数 −1.430 −4.100∗ −2.101 −4.614∗

ネットワーク形成数 0.989 3.168∗ 1.361 4.130∗

未避難効用 降水量 0.608 5.041∗ 0.232 1.959†

池地区 0.226 0.615 0.504 1.248
土石地区救助中 2.268 4.815∗ 1.382 2.309∗

重み 弱者人数差あり (1+人以上→ 0人) - - 0.442 1.871†

女性のみ世帯 - - 0.255 0.819
世帯間距離 - - 2.200 1.299
ネットワーク形成後経過時間 - - −0.277 −2.098∗

非対称 弱者人数差あり (0人→ 1+人) - - 1.312 4.949∗

の重み 被災リスク差 1以上 - - 0.0351 0.076
サンプル数 950 950

初期対数尤度 (L0) −658.49 −658.49
最終対数尤度 (LL) −202.08 −173.85

ρ2 値 0.693 0.736
修正済 ρ2 値 0.676 0.710

∗: 5%有意, †:10%有意

式化 36)が必要であるだろう．また，リスク回避性向の

強い (弱い)世帯ほど，元から被災リスクの低い (強い)
場所に立地している可能性も考えられる．実際に，そ

うした傾向がある場合は，本モデルで用いたように被

災リスクを用いた定式化は不十分であるだろう．特に，

土砂・豪雨災害の場合には被災リスクが狭い範囲内で

大きく異なるため，こうした住宅立地と災害前のリス

ク回避性向，また災害時中の認知リスクには相互に影

響が生じやすく，より詳細な分析が必要である．

c) 率先避難の影響シミュレーション

本項では，推定したパラメータを用いて，他者の避

難開始の影響を定量的に示し，二者の関係性や周辺他

者ネットワークの影響を明らかにする．つまり，ある

世帯の率先避難によって生じる他世帯の避難確率への

影響をシミュレーション評価する．これにより，率先

避難の影響が生じやすい状況や世帯の特徴を明らかに

する．具体には，各時刻におけるネットワーク内のあ

る一世帯が避難することを仮定し，その一世帯の避難

によって生じる他世帯の避難確率の変化をシミュレー

ション計算し，その結果を分析・考察する．また，避難

を仮定する世帯以外については，避難有無・属性・ネッ

トワーク等は，実データと共通とする．また，影響を

評価するために各時刻において避難を仮定する世帯は，

実データにおいて該当時刻以降に避難する世帯のみで

あり，それ以前あるいは同時刻に避難する世帯につい

ては，評価しない．

本項では，最も世帯数が多い土石地区を対象に分析

を行う．図–8は，各世帯が避難した場合に生じる他世
帯の避難確率の変化を示している．x軸は各世帯の周辺
他者ネットワークにおける次数を表す．ただし，各時

刻で既に避難している世帯との接続についてはカウン

トせず，避難済世帯との形成数は各ノードの塗りつぶ

し色で示す．y軸は自世帯が避難した場合の他世帯全て
の避難確率の変化の合計を示し，z軸は時刻 (10時，12
時，14時，16時を対象に計算)を示す．また，同世帯
の異時間帯の結果を線で結んでおり，線の色は時間帯

が進むごとに，濃い色としている．12時までは避難済
の世帯はなく，薄赤色の矢印で示したように，次数が
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図–8 他世帯の避難確率への影響と次数の関係性の推移

増加するほど，他世帯の避難確率の変化の影響は大き

くなっている．これは，つまり，次数が大きい世帯ほ

ど，その避難によってネットワーク上の他世帯の避難

を促進する効果が高いことを示す．14時以降はいくつ
かの世帯が避難するために次数は小さくなるが，一部

の世帯の避難確率の変化の値は大きくなる．また，橙

色の矢印で示すように避難確率の変化の分散は大きく

なり，かつ同じ次数でも他世帯への影響はまちまちで

ある．ただし，避難済世帯とリンクしていない世帯に

ついては，避難確率の変化は小さい傾向がある．

次に，図–9は，他世帯の避難によって生じる自世帯
の避難確率の変化を示している．y軸は，他世帯が避難
した場合の自世帯の避難確率の変化 (他世帯が避難した
場合に生じる自世帯の避難確率変化の全世帯の合計値)
を示す．それ以外は，図–8と同じである．避難が生じ
ていない 10時・12時においては，薄赤色の矢印で示
したように，避難確率の変化は次数による傾向も見ら

れず，その変化は小さい．避難済世帯が生じている 14
時・16時については，橙色の矢印で示したように，避
難確率の変化の分散は大きくなっている．ただし，さ

きほどと違い，避難済世帯とのリンク有無による大き

な違いがみられない．

図–8, 9から地区内に既に避難した世帯がいる状況の
ほうが，他者避難の影響が大きくなりやすいことが明

らかになった．ただし，この場合でも他者避難の影響の

程度は世帯ごとに異なる．また，他者からの影響を受
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図–9 他世帯からの避難確率への影響と次数の関係性の推移

けやすい世帯の特徴は明らかではない．そこで，他者

避難の影響に関する特徴を考察するため，ネットワー

ク構造に着目した分析を行う．

図–10は，土石地区の 16時において，他者が避難を
実施した場合の影響に関するシミュレーション結果を

示す．図–10の左図は，図–8に対応し，自世帯の避難
による他世帯の避難確率の変化を示す．図–10の右図
は，図–9に対応し，他世帯の避難による自世帯の避難
確率の変化を示す．それぞれ変化量をノードの塗りつ

ぶし色で示し，黒色ノードは避難済世帯を示す．リン

クは 16時時点での周辺他者ネットワークを示し，近隣
世帯とのネットワークは灰色矢印を用いている．なお，

ノードの位置は世帯住居の位置を参考に配置し，土石

流発生地点は各図の左側である．

まず，左図の他世帯への影響について考察する．赤

色又は橙色で塗りつぶした他世帯への影響が大きい世

帯は，要支援者あり世帯のほうが多くなっている．こ

れは，要支援者あり世帯の避難が周辺他者に影響を及

ぼしやすい傾向があるといえる． また，こうした他世

帯への影響が高いノードは，左図の薄赤線で囲ったよ

うに空間的にばらついていることがわかる．

次に，右図の他世帯からの影響について考察する．影

響が大きい世帯は薄赤色で囲った中にあり，左図と同

様に空間的に分布している．特に，他世帯への影響が

大きい世帯と接続する要支援者なし世帯が，他者から

の影響を受けやすい傾向がある．また，青色線で囲っ
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図–10 他世帯の避難実施によるネットワーク上での影響 ((左)他世帯の避難確率の変化／ (右)自世帯の避難確率の変化)

た世帯の他者からの影響は三者ともに小さく，避難促

進がなされていない．3.(1)c)で説明したように，周辺
他者とのネットワークの中における負の影響が生じて

いるといえる．この三者のネットワークは，避難済世

帯と接続していない点で他の部分ネットワークと異な

る．逆に言えば，接続する複数人の避難開始によって，

はじめて他者避難の影響が伝搬しやすくなると考えら

れる．また，空間的にもリスク源である土石流発生地

点から遠いために，避難選択がされづらくなっている．

最後に，土石地区の 16時の時間帯における他者避難
の影響の程度を考察する．まず，参考として，避難勧

告なしの場合とありの場合の避難確率の変化幅は世帯

平均で 0.088(標準偏差 0.071)である．対して，一世帯
の避難による他世帯への影響の平均は 0.201(標準偏差
0.219)である．この値は他世帯の避難確率の変化の全世
帯合計値の平均であり，一概には比べられないが，情報

による影響と比べても，他者避難による避難確率への影

響の程度は決して小さくはないと言える．また，(ネッ
トワーク構造に応じて現れる)他世帯への影響の幅の大
きさも特徴的であるといえる．

本項の分析により，率先的な避難によって他世帯に

大きく影響する世帯は空間的に分布しており，また，近

くの要支援者あり世帯の避難によって要支援者なし世

帯の避難確率が上昇するという避難伝播の構造がある

ことが明らかになった．また，こうした他者避難の影

響は避難実施が既に始まっている状況下において加速

的に大きくなる．

地区内全員の避難が必要な場合を想定すると，地区

内のさらに細分化された空間ごとに率先的に避難する

人が生まれれば，その正の影響が伝搬し，地区全体の

避難確率が上昇しうる．一方で，図–10右図の青線で
示したように，率先して避難する人が近くにいない場

合は，避難が進みづらくなる負の同調が生じうる．具

体的に考えれば，リスク源から離れかつ避難が行われ

ていない場所では，負の同調が生まれやすいと想定で

きる．全員避難の達成にむけては明確にリスクが高く

ない場所における避難の促進も重要となるといえよう．

5. おわりに

(1) 研究の成果

本研究では，他者の行動選択の影響を評価できる避

難開始選択モデルを構築した．提案モデルは，災害時

に現れる不平等回避選好や時空間上の行動制約を反映

しており，ミクロ的な二者の関係性とメゾ的なネット

ワーク構造を評価することができる．また，実際の避

難行動データを用い，他者行動の避難開始選択への影

響に関する実証分析を行った．

本研究の具体の成果を以下に示す．

1. これまで観測の難しさから取り扱いが困難であっ
た稀少事象時の避難行動において，他者の影響を

考慮した意思決定の枠組みを示し，他者との関係

性を評価した避難開始選択モデルを提案した．

2. 二者間のミクロな関係性を考慮するため，他者影
響の重みを二者間の性質の差異を用いて表現した．

これにより，率先的な避難により影響が及びやす
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い関係を記述することができ，地区内の要支援者

への対策による効果が評価可能となる．

3. 周辺他者ネットワークを考慮した評価を行うこと
で，メゾ的な地区スケールからの影響の伝播を捉

えるモデルを構築した．提案モデルのパラメータ

推定には，ネットワーク上の影響の伝播を表現で

きる構造推定を導入した．これにより，二者関係

に加えて地区ネットワーク全体からの避難確率へ

の影響を記述することができ，地区内の住民避難

確率のネットワーク上の偏在が評価可能となる．

4. 2004年の新居浜市における豪雨災害での住民避難
行動データを用いた実証分析を行った．他者の影

響を評価したモデルの最終尤度が大きく向上する

ことから，提案モデルの妥当性を確認した．また，

他者影響が生じやすい世帯は空間的に分布してい

ること，避難開始者がいない空間では他者避難の

影響が小さいことを明らかにした．

他者避難の影響を評価することで，地区避難計画に

おける災害時要支援者対策や率先避難の実施といった

施策の効果を正しく評価することに繋がり，効果的な

計画立案を行うことが可能となる．特に，計画者・行

政には住民全員の避難 (被災回避)の遂行が求められる
一方で，時中に展開できるリソース (消防隊や防災無線
等)は限られており，こうした末端部での自律的な避難
促進を加味した効果的や施策展開が必要といえよう．

また，本研究で提案したモデルの枠組みは，既存の

離散選択モデルを基としており，今後の発展可能性は

大きい．他者の影響を考慮した意思決定は，当然平常

時でも数多く生じており，活用の幅は広い．

(2) 今後の課題

最後に今後の課題について述べる．

まず，理論モデルに関する課題を示す．本研究で援用

した Interaction modelは複数均衡解を持つ可能性があ
るモデルであり，均衡解の個数に応じた条件整理が必

要となる．場合によっては，均衡状態の変化によって

格段に避難確率が高まる状況が生じる可能性も考えら

れる．ただし，本研究では周辺他者ネットワークの時

間軸上での推移を前提としているため，各時間帯にお

ける静的な均衡解の持つ意味は比較的小さいと考える．

また，避難確率の分岐や収束を予測するためには，動

的な状況下における均衡解の移り変わりを理論的に検

討することも必要だろう．また，ネットワーク構造を与

件とした計算を行っているが，ネットワーク形成自体

が行動選択の一部となりえるため，ネットワーク形成

過程を内生化したモデル構築も必要であろう．他には，

周辺他者の避難確率の平均を効用として評価するモデ

ル構造もあり，こうした他の相互作用の表現方法との

比較も必要である．

次に，実証分析に関する課題を示す．まず，本研究

では周辺他者のネットワークの推移を所与としている

が，実際には二者間の協調行動によるネットワーク形成

も確率的事象であり 16)，それを踏まえた評価やシミュ

レーションが必要となる．また，普段のリスク教育等

を考慮したリスク認知の違い，また日常の地区内のコ

ミュニティの性質やコミュニティ内での個性を，今回の

実証分析では，調査上の難しさもあり，考慮できてい

ない．こうした日常の積み重ねの中で，災害時行動や

他者影響が顕在化していることが考えられ，その評価

が必要であろう．また，分析を行った地区内全ての住

民を対象とした分析となっておらず，世帯内個人の行

動が分析できていない点も課題である．同時に，本研

究でのモデル分析やシミュレーション結果は一つの災

害におけるケーススタディに留まっており，異なる災

害や住環境における検証も必要となる．

謝辞: 本研究の避難行動データは，2004年当時の愛媛
大学の中川周郎氏，南信治郎，升田智美氏をはじめとし

た都市環境計画研究室防災グループにより収集された．

その際は，新居浜市の多数の方々に協力いただいた．ま

た，本研究の一部は JSPS特別研究員奨励費 (課題番号:
26・10821)及び JSPS科研費 (課題番号: 26220906)の
助成を受けた．ここに謝意を示す．

付録 I 被災リスクの定量化

本研究では，他者からの影響を考慮するにあたって，

利他的な不平等回避選好の考え方に導入している．不

平等回避選好が生じる要因の一つとして，被災リスク

の差がある．リスクの高い場所にいる人に対する安全

な場所にいる人からの支援行動は不平等回避の選好が

働くために生じる行動といえる．本研究で対象とする

豪雨・土石流による災害では，同一の地区内でも川から

の距離や標高により被災リスクは異なる．ただし，詳

細に個々の世帯が持つ被災リスクの程度を観測するこ

とはできない．

そこで，最終的な被害状況と雨量を用いて，被災リ

スクを回帰的に定量化する．また，生じた被害は最終

的な結果であり，時系列上の被災リスクとは異なる．つ

まり，最終的に被害を受けなかった場所も，時系列上

では被災リスクがあったと考える．そこで，最終被害，

空間要素と降雨量を用いて，被災リスクを算出し，時

空間上の被災リスクを簡易に設定する．算出にあたっ

ては，具体的に全壊や浸水などの被害が生じた西地区

のデータを用いる．

まず．空間上の被災リスクを算出する．標高の低い

下流側の線路からの距離 diswと南北方向の川からの距
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表–3 被災リスクの回帰分析

説明変数 推定値 t値
C0 6.916 9.17∗

βw −0.597 −4.37∗

βr −0.962 −8.66∗

サンプル数 65
修正済 ρ2 値 0.565

*は 1%有意

離 disr に応じて，最終被災リスクD(s, T )が地区内の
各住宅 sに分布していると仮定する．ここで，T は雨

が降りやんだ時刻とする．実際の災害被害の結果を被

説明変数とし，二つの距離を説明変数として重回帰モ

デルを構築する．最終の被害リスクの値は，全壊・半

壊・床上浸水・床下浸水・被害なしの 5段階 (0-4)とす
る．重回帰モデル式は次である．

D(s, T ) = C0 + βw log disw(s) + βr log disr(s) (I.1)

重回帰モデルの結果は表–3である．修正済み決定係数
は 0.565であり，説明変数の t値は全て 1%有意である．
説明力が十分高いと言えないが，被災リスクが川から

の距離に影響を受けており，直感と一致する．

次に，時空間上の被災リスクの算出式を与える．被

災リスクの時間変化には累積降雨量Rc(t)を用いる．被
災確率は，当日の累積降雨量に比例して，発生確率が高

まると仮定する．また，対象とする被害集落の降雨量

と地形 (2次谷)や地質から，この地域の土石流による
被災確率は 40%と篠崎ら 35) において報告されており，

これを被災確率の上限値 Pdとする．被災確率 P (t)は，
上限に各時刻までの累積降雨量を最終累積降雨量で割っ

た値を掛けることで与える．最終的に，次の通り，被

災リスク D(s, t)は場所ごとの最終被災リスク D(s, T )
と累積降雨量 Rc(t)に応じた被災確率を掛けた値によ
り与える．

P (t) = Pd ∗ Rc(t)/Rc(T ) (I.2)

D(s, t) = D(s, T ) ∗ P (t) (I.3)

以上のように定量化した被災リスクを 4.の分析では
用いる．なお，被害を受けた世帯は，被害発生以降は

被災確率 P (t)は降雨量に関係なく 1とする．ただし，
ここで算出した被災リスクと個人が持っていた認知リ

スクは必ずしも一致しない点に留意が必要である．

ただし，表–2で示した通り，被災リスクに関するパ
ラメータは有意となっておらず，こうしたリスクの設

定方法の妥当性や各世帯の認知リスクと空間的なリス

クの相違等に関しては，今後の課題である．

表–4 近隣世帯の設定による最終尤度

パターン 上位 X世帯 Xm以内 最終尤度

I - - −188.70
II 1 - −188.35

III 3 - −173.85
IV 5 - −175.71
V - 25 −189.18

VI - 50 −189.10
VII - 100 −178.09

付録 II 周辺他者の設定による尤度比較

周辺他者ネットワークにおける具体の近隣世帯を知

ることは難しく，各世帯に対して正確に設定すること

はできない．本文では，複数パターンの近隣世帯の設定

を用いて 4.(3)のパラメータ推定を行い，最終尤度が最
も良い「近い順に上位三世帯」を採用した．表–4に計
算を行った他の設定パターンの具体の最終尤度を示す．

パターン Iはネットワーク形成世帯のみ，パターン II～
IVは近い順に上位X世帯，パターンV～VIIはXm以
内の世帯を含める設定である．なお，ネットワーク形

成を行った世帯は全てのパターンにおいて含めている．
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